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申請期間、支給方法については、４月１７日現在未定。

地域の補助金･助成金･融資情報 千葉県 ： https://j-net21.smrj.go.jp/support/chiba.html

 東京都 ： https://j-net21.smrj.go.jp/support/tokyo.html 

中小企業 金融･給付金相談窓口 直通番号 ： ０５７０-７８３１８３

経営相談窓口 千葉県信用保証協会 ０４３-２２１-８１１１

 東京信用保証協会 ０３-３２７２-３００２

※その他の地域につきましては、

下記リンクよりご確認下さい。

※その他の地域につきましては、

下記リンクよりご確認下さい。

※その他の地域につきましては、

下記リンクよりご確認下さい。

　　　　　　　　　　原則として最近１か月間の売上高又は販売数量が前年同月に

比して２０％以上減少しており、かつ、その後２か月間を含む３か月間の売上高等

が前年同期に比して２０％以上減少することが見込まれること。 

設定要件 　　　　　　　　　　最近３か月間の売上高等が前年同期の売上高等に比して５％

以上減少していること。

設定要件

•　　　　　　　　　　幅広い業種で影響が生じている地域について、 一般枠とは別枠

（最大２.８億円）で借入債務の１００％を保証。

概　要
　　　　　　　　　　特に重大な影響が生じている業種について、一般枠とは別枠（最

大２.８億円、４号と同枠）で借入債務の８０％を保証。

指定業種は経産省 ・ 中企庁 HP をご確認ください。

概　要

東京都緊急事態措置等 ・ 感染拡大防止協力金相談センター

０３-５３８８-０５６７　（土日祝日を含む毎日　９:００～１９:００）

相談センター

募集要項公表、受付開始　４月２２日（水）
募集要項公表と同時に、Ｗｅｂ申請サイトを立ち上げ、申請受付を開始します。

協力金の支給　５月上旬～

千葉県　商工労働部経済政策課政策室

０４３-２２３-２７０３　

問い合わせ

支給対象事業者

新型コロナウイルス感染症による影響を受けた事業者への支援施策について

セーフティネット保証（４号）について

江戸川区の例

セーフティネット保証（５号）について

セーフティネット保証
経営の安定に支障が生じている中小企業者を、一般保証（最大２.８億円）とは別枠の保証の対象とする資金繰り支援制度です。

各自治体による独自の融資制度
詳しくは、各市区町村の商工振興課　又は、お問い合わせ窓口へ。

資金名 ： 経営向上資金融資

融資限度額 ： １,０００万円 資金使途 ： 運転資金

償還期間 ： ６年以内（据置期間６ヵ月以内）

あっせん利率 ： ２.０％ 利子補給 ： １.５％以内（本人負担０.５％）

信用保証料 ： 当該融資分の全額補助

船橋市の例 資金名 ： 特定中小企業者対策資金（セーフティネット保証４号認定によるものに限る）

融資限度額 ： ２,０００万円以内（無担保） 資金使途 ： 運転資金

利子補給 ： ３年以内の借り入れで通常２.１％以内の融資利率分の負担を市が全額補助

信用保証料補給 ： 通常０.８％以内の信用保証料の負担を市が全額補助

補助の方法 ： 年に１度、申請に基づき補助（申請がない場合は補助されません）

港区の例 資金名 ： 新型コロナウイルス感染拡大に伴う特別融資あっせん

あっせん金額 ： ５００万円以内 資金使途 ： 運転資金

利率 ： 無利子（区が利子の全額を負担します） 貸付期間 ： ７年以内（措置１年を含む）

信用保証料 ： 本融資に伴う信用保証料を区が全額補助

感染拡大防止協力金
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、都の要請や協力依頼に応じて、

施設の使用停止に全面的に協力する中小の事業者に対し、協力金を支給。

◆飲食店等の食事提供施設における営業時間短縮とは、 夜２０時から翌朝５時
までの夜間時間帯の営業自粛に向け、営業時間を短縮することをいいます。（終

日休業を含む。）

◆全面的な協力とは、 緊急事態措置の全期間、 要請等に応じて休業等を行っ
ていただくことが基本ですが、 少なくとも令和２年４月１６日から５月６日までの期

間において休業 （飲食店等の食事提供施設の場合は営業時間の短縮） にご協

力をいただくことをいいます。

支給額 ５０万円（２店舗以上有する事業者は１００万円）
緊急事態措置期間中（令和２年４月 11 日から５月６日まで）に休業等の要請等

に全面的にご協力いただいた中小企業及び個人事業主が対象となります。

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている
中小企業等への支援について

支給額 最大３０万円　次の（1）と（2）の合計額

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい経営状況に置かれている

県内中小企業に、幅広く、かつ、重点的に支援するため、最大３０万円を支給。

千葉県東京都

※ただし、県の休業要請に応じない場合は別途の取り扱いになります。

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が前年と比較して
５０％以上減少した県内中小企業者。

（1） 売上が前年と比較して５０％以上減少した事業者 １０万

（2） （1）の事業者が、県内に所在する事業所を賃借している場合

 １事業所を賃借している場合 １０万円

 複数事業所を賃借している場合 ２０万円


